




○ 本日はお忙しい中、「2024年度決算説明会」にご出席いただき、誠にあり
がとうございます。

○ 本年４⽉より、代表取締役社⻑に就任した⽯⼭でございます。社⻑として
は初めての決算説明会となりますので、はじめに一言ご挨拶申し上げます。

○ 昨今のような、事業環境の変化が激しく、不透明感の強い、激動の時代を
勝ち抜いていくためには、これまでの常識にとらわれない⾃由な発想と、その
実践が重要であると考えております。

○ これまでの経験を活かしながら、実⾏⼒とスピード感をもって、「よりそう
next+PLUS」の実現を目指してまいりますので、資本市場の皆さまの変わらぬ
お⼒添えを賜りますようお願いいたします。





○ それでは、まず、「2024年度の連結業績」についてご説明いたします。
○ 売上高につきましては、燃料価格の低下による燃料費調整額の減少など

から、前年度に⽐べて1,729億円減の2兆6,449億円となりました。
○ 次に、経常利益につきましては、⼥川２号機の再稼働による収⽀改善効果

があったものの、燃料費調整制度のタイムラグ影響による差益の減少があっ
たことなどから、前年度に⽐べて352億円減の2,567億円となりました。

○ また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度に⽐べ432億円減の
1,828億円となりました。

○ なお、2024年度末の⾃⼰資本⽐率は18.3％と依然として低い水準にあ
り、有利⼦負債残高は3兆3,369億円にのぼるなど、財務基盤の回復は、
未だその途上にあると考えております。





























○ 続きまして、「2025年度の業績予想」について、ご説明いたします。
○ まず、2025年度の売上高につきましては、前年度に⽐べ、減収となる⾒

通しです。また、経常利益につきましても、⼥川２号機の稼働増加などに
よる収⽀改善があるものの、燃料費調整制度のタイムラグ影響による差益
の減少、⽀払利息の増加、物価高騰等に伴うコストの増加、市場・販売
環境の変化などにより、前年度に⽐べて減少し、1,900億円程度の利益
となる⾒通しです。

○ これにより、2025年度も減収減益を想定しております。
○ なお、親会社株主に帰属する当期純利益は1,350億円程度となる⾒通

しです。





○ 続きまして、「2025年度の配当予想」について、ご説明いたします。
○ 2025年度の配当につきましては、安定的な配当を⾏うことを基本に、

当年度の業績や中⻑期的な収⽀⾒通しなどに加え、DOE２％を目安に
財務基盤の回復とのバランスも勘案し、中間配当・期末配当ともに、
「１株あたり20円」とさせていただく予定です。

○ 以上が、2024年度決算、2025年度業績予想および2025年度配当
予想の概要となります。





○ 続きまして、「財務目標の進捗」について、ご説明いたします。
○ 当社では、2026年度と2030年度をターゲットとした、利益目標（連結経

常利益）、財務健全性目標（連結⾃⼰資本⽐率）、収益性目標（連
結ROIC）から成る３つの財務目標を設定しております。

○ 2024年度の燃料費調整制度のタイムラグ影響除きの連結経常利益は
2,347億円となったほか、連結⾃⼰資本⽐率は前年度末の15.4％から
18.3％に改善、連結ROICは4.8％となるなど、順調に進捗しております。

○ 一方、足元では、卸電⼒取引市場の価格が低位安定していることなどを背
景に、東北エリアにおいて競争が活発化してきていることに加え、資材費や労
務費の上昇によるコスト増加の影響も顕在化してきております。

○ また、米国の関税政策の影響により、為替や燃料価格、電⼒需要の不透
明感が増すなど、当社グループを取り巻く事業環境は大きく変化しており、不
確実性が高まっている状況にあります。

○ 当社といたしましては、「よりそうnext＋PLUS」のもと、電気・エネルギーを中心
にした収益拡大に向けた事業を展開することにより、厳しい事業環境が想定
される2025年度においても、1,900億円の連結経常利益を確保し、着実
に⾃⼰資本を積み上げ、引き続き、財務基盤の早期回復に取り組んでまい
ります。







○ 続いて、「2025年度経営計画の概要」について、ご説明いたします。
○ 厳しい事業環境のもとで中⻑期ビジョンを実現していくためには、「現状から

の延⻑線上」ではなく、「将来のありたい姿」を⾒据えながら、事業環境の変
化に迅速かつ的確に対応していく必要があります。

○ このため、中⻑期ビジョンに基づく具体的な計画について、従来のフォーキャ
ストの視点で積み上げていく「３ヶ年の中期計画」から、将来のありたい姿か
らバックキャストした「単年度計画」に⾒直し、機動性の高い経営管理や事
業展開を図っていくことといたしました。

○ 新たな経営計画体系のもと策定した「2025年度東北電⼒グループ経営
計画」においては、「収益拡大に向けた事業展開」に取り組むことで、キャッ
シュフローを創出し、得られたキャッシュをもとに、「成⻑に資する戦略的な投
資」、「持続的な経営基盤の強化」に取り組んでまいります。







○ 「持続的な経営基盤の強化」については、これまでも、カーボンニュートラルの
達成に向けた対応やＤＸを活用したイノベーション・業務変革、成⻑の源泉
である人的資本の強化に取り組んでまいりましたが、これらに加えて 東北・新
潟地域に事業基盤を置く当社にとって、「地域とのつながり」をどのように深化
させていくかという点も重要と考えております。

○ そうした観点から今年4⽉には「総務・地域共創部門」を設置いたしました。
これにより、一元的に地域の課題やニーズに応えていくことで、「地域社会の
持続的な発展」に貢献するとともに、「新たなビジネス機会の創出」にもつな
げてまいりたいと考えております。



○ 続きまして、「成⻑へのチャレンジ〜既存事業の深化や事業領域の拡大〜」
ならびに「新たな価値創出への挑戦」について、ご説明いたします。

○ 当社グループは、カーボンニュートラルやDXの進展を事業機会として捉え、
電気・エネルギーを中心とした５領域・１１事業を起点とした「既存事業の
深化」や「事業領域の拡大」を通じて、企業グループ全体で中⻑期の持続
的な成⻑にチャレンジしてまいります。



○ 「再エネ発電事業」において、再エネ開発を推進するとともに、「次世代エネ
ルギーサービス事業」において、分散型エネルギーリソースを集約し、市場
取引などで獲得した収益の一部をお客さまに還元する「VPP」や発電量予
測や需給運用などのサービスを提供する「再エネアグリゲーションサービス」を
展開してまいります。

○ また、あわせて、当社の強みである再エネを活用した「コーポレートPPAサー
ビス」のさらなる販売拡大にも取り組んでまいります。



○ 左側中段のグラフは、2025年1⽉に電⼒広域的運営推進機関が公表し
た「全国及び供給区域ごとの需要想定」のデータです。東日本エリアの電⼒
需要は今後10年間で約10％増加する⾒通しとなっており、非常に高い成
⻑ポテンシャルを有しております。

○ 当社としても大きなビジネスチャンスと考えており、引き続き、「脱炭素電気の
供給」や「エネルギーマネジメント」といった当社グループの保有するノウハウ・
サービスを一体的に提案することで、データセンター等の誘致に取り組むととと
もに、エリア内外の販売電⼒量の増加を目指してまいります。



○ DX・AI事業関連についてですが、ハード面・ソフト面の双方で、生成AI
関連の新サービスの創出を推進していくとともに、あらゆるビジネスシーンで
最新のデータ・デジタル技術を最大限活用し、当社グループ全体で新たな
価値創出と業務の高度化・効率化に取り組んでまいります。

○ 私からの説明は以上となりますが、2025年度においても、各事業における
収益・成⻑の追求や新たな財務目標の達成に向けて取り組むとともに、
株主還元やIR活動を通じた資本市場との対話を充実させることで、当社
グループとして持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値向上を目指してまい
りますので、何卒宜しくお願いいたします。
















































